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いじめ防止対策について
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１．いじめ防止等について審議・調査する附属機関の設置について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    ※ 両機関とも構成は同じであるが、人物は共通しない  

 

河内長野市立学校 

いじめ防止等対策審議会 

名  称 

(仮 称) 

河内長野市立学校 

いじめ問題再調査委員会 

教育委員会(学校教育課) 設置機関 市長(人権推進課) 

・河内長野市いじめ防止基本方針

の策定に対する答申 

・いじめ防止等のための対策につ

いての審議 

・重大事態に係る事実関係を明確

にするための調査 

職務内容 ・重大事態に係る河内長野市立学

校いじめ防止等対策審議会によ

る調査結果に対する再調査 

いじめ防止対策推進法 

第14条第3項、第28条第1項 

設置根拠 いじめ防止対策推進法 

第30条第2項 

５人以内(弁護士、医療･心理･福

祉･教育の有識者) 

構  成 ５人以内(弁護士、医療･心理･福

祉･教育の有識者) 

報告

指導・支援

報告 報告

学
校
運
営

協
議
会

教育委員会学校

答申

総合教育会議

対応協議

家
　
庭

学　　校

○○学校いじめ対策委員会等
【いじめ防止等の対策について検討協議】

法第22条(校内組織　設置済)

（
い
じ
め
防
止
・
い
じ
め
対
応

）

河内長野市立学校いじめ問題再調査委員会河内長野市立学校いじめ防止等対策審議会

法第30条第2項

河内長野市立学校いじめ防止等対策審議会

報告

地
　
域

連
携

連
携

市 長

連絡調整

【いじめ防止等のための対策について審議】
法第14条第3項

諮問

法＝いじめ防止対策推進法

市議会

情報交換

答申諮問 諮問 答申

（
重
大
事
態
対
応

）

【重大事態に係る事実関係を明確にするための調査】

法第28条第1項

既存の組織

【重大事態に係る事実関係の再調査】

河内長野市児童生徒支援広域連絡会
【非行･虐待･いじめなどの情報交換と連絡調整】

教育委員会

　指導・支援



- 3 - 

 

２．国、大阪府のいじめ防止等に係るこれまでの取組状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                  

                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

国の取組

み 

 
○ いじめ防止基本方針(第11条～第13条) 

  国･学校は必置。府･市は努力義務 

 

○ いじめ問題対策連絡協議会(第14条) 

  いじめ防止等に関係する機関及び団体の連携を図る 

 

○ いじめ防止等のための対策を実効的に行う組織 

  (第14条第3項) 

  教育委員会の附属機関として設置可能 

 

○ 学校におけるいじめの防止等の対策のための組織 

  (第22条) 学校に必置。いじめ対策委員会など 

 

○ 重大事態への対処 

  (第28条～第33条) 

   学校の設置者等が事実関係を明らかにする調査を 

実施 

   地方公共団体の長は上記調査結果に対する再調査

が可能 

いじめ防止対策推進法 

 
＜国の役割＞ 

・いじめ基本方針の策定。法に基づく取組状況の把握

と検証、関係機関との連携促進、各地域における組織

等の設置に対する支援 

 

＜地方公共団体の役割＞ 

・地方いじめ防止基本方針の策定、いじめ問題対策連

絡協議会の設置、教育委員会の附属機関の設置を推奨 

・教育委員会は重大事態の調査を行うこと 

 

＜学校の役割＞ 

・学校いじめ防止基本方針の策定、いじめの防止等の

対策のための組織の設置を義務付け 

・いじめ防止等に関する措置 

 

＜重大事態＞ 

・学校の設置者または学校による調査を義務付け 

・調査結果の報告を受けた地方公共団体の長による再

調査及び措置を可能とする 

いじめの防止等のための基本的な方針 

府の取組

み 

 

Ⅰ いじめ防止等のための基本的な考え方  

 １ いじめの定義 

 ２ 基本理念 

 ３ いじめの未然防止 

 ４ いじめの早期発見 

 ５ いじめへの対処 

 ６ 重大事態への対処 

 

Ⅱ 府として取り組む施策 

 １ 大阪府いじめ問題対策関係機関会議の設置 

   府立学校、府教委、知事部局、府警本部、

大阪法務局で構成し、情報交換と連絡調整 

 ２ 大阪府立学校いじめ防止対策審議会の設置 

   専門的な知識及び経験を有する第三者等で

構成し、府立学校におけるいじめの防止の取

組みについての審議を行うとともに、法第28

条に基づく重大事態に係る調査を行う 

 ３ 府立学校への支援 

 ４ 相談機関の整備と周知 

 ５ 保護者など府民への啓発活動 

 

Ⅲ 学校が実施する措置 

 １ 学校いじめ防止基本方針の策定 

 ２ いじめ防止等の対策のための組織の設置 

 

Ⅳ 重大事態への対処 

 １ 重大事態の報告 

 ２ 調査の主体と組織 

 ３ 調査結果の報告及び提供 

 ４ 知事による再調査等（※私立学校を含む） 

   大阪府立学校等のいじめの重大事態に係る

再調査委員会 

大阪府いじめ防止基本方針 



- 4 - 

 

３．本市のいじめ防止等に係るこれまでの取組状況  

 市教委の具体的な取組み 

基本的な考え方の共有 

（指導方針の明確化） 

「河内長野市教育委員会人権教育基本方針」（H15） 

「河内長野市教育立市宣言」（H22） 

「河内長野市教育の鼓動・教育の重点」（H22～毎年） 

「河内長野市立学校園に対する指導・助言事項」（H22～毎年） 

●「いじめチェックポイント３０－河内長野市版－」による点検（H24.7～） 

指導の方針の明確化と校内指導体制等の点検 

●「学校いじめ防止基本方針」の策定と校内いじめ対策委員会等の設置（H27.4～） 

未 

然

防

止 

指導教材 

 

●「やさしさの種をまこう～いじめ対応プログラム河内長野市版～」（H24.4～） 

・指導案・実践例・「いじめを乗り越えるための６つの力」・いじめ報道記事等を掲載 

●道徳副読本の配布（市独自予算） 

教員研修 ●いじめを許さない集団づくり推進の研修支援 

①市教委主催研修 H25「いじめ・体罰・虐待をエスカレートさせない」 

         H26「ケータイ、スマホに関する生徒指導対応」 

                 H27「今日的ないじめ問題を考える」 

②市人権教育研究会主催研修 H27「一人ひとりが大切にされる仲間づくり」 

③各校区・各学校における研修への支援（指導主事の派遣など） 

生徒の自主的な活動支援 ●市内連合児童・生徒会の開催等 

教員の加配 ●ハートフルアシスタント（各中学校１名・市費）の配置（校区の小学校にも対応） 

・児童生徒の悩み相談 

・休み時間を中心とした児童生徒への対応等 

・不登校児童・生徒へ対応 

●生徒指導対応教員の軽減措置（市費による非常勤講師の配置） 

●児童生徒支援加配・こども支援コーディネーターの配置（府費による教員配置） 

早 

期

発

見 

調査 ●「いじめ有無点検生活アンケート調査」（児童・生徒対象）各学校で毎学期実施を指導 

●「問題行動調査」（各学校対象）月１回市教委に報告 

●「不登校調査」（教員対象）児童・生徒の毎日の欠席・対応状況を月１回市教委に報告 

 

教

育

相

談

体

制 

相談窓口（学校内） ●カウンセリング週間の設定（各学校・随時） 

・担任等・スクールカウンセラー・ハートフルアシスタントによる相談 

●相談窓口の周知 

相談窓口（学校外） ●市教育相談センター電話相談 

●府教委・他機関相談窓口の周知 

・２４時間対応電話「すこやか教育相談２４」の電話案内 

・市教委ホームページへの案内 

その他 ●生徒指導体制・道徳教育・人権教育に対する各学校ヒアリングの実施（毎年 8 月） 

事

後

対

応 

対応マニュアル等の活用 ●市教委作成「いじめ緊急対応マニュアル（さ・し・す・せ・そ）」（H24～） 

●府教委作成「いじめ対応プログラム」や「実践事例集」の活用 

●府教委作成「５つのレベルに応じた問題行動への対応チャート」（H26～）の活用 

専門家による児童・生徒・

保護者等への支援 

●被害児童生徒の心のケア 

 ・市・府スクールカウンセラーによる支援 

 ・府スクールソーシャルワーカーによる支援の活用 

●加害児童生徒への指導 

 ・河内長野警察及び富田林サポートセンターとの連携 

 ・富田林子ども家庭センターとの連携 

学校・教育委員会・警察

等による対応 

●河内長野市児童生徒支援広域連絡会における連携強化と情報共有 

●市教委指導主事・子ども教育支援センター職員（退職校長）等の緊急派遣 

●府教委「子ども支援チーム」の活用 

●就学指定校の変更 

 学校の取組みでいじめが解決しない場合、区域外就学の認定等による緊急避難措置 
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４．本市の「いじめ問題」の実態 

河内長野市教育委員会　いじめ問題実態調査より

■いじめを認知した件数（件）

■いじめの認知件数の学年別内訳（件）

■いじめの態様（複数選択）

■いじめ発見のきっかけ（件）

■いじめられた児童生徒の相談の状況（複数選択）

　河内長野市の「いじめ問題」の実態（平成２３年度～２６年度）
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